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【カイロ=久門武史】石油輸出国機構（OPEC）とロシアなど非加盟の主要産油国でつくる

「OPECプラス」は4日、現行の協調減産を4月もほぼ維持すると決めた。サウジアラビアは大規

模な自主減産を続ける。ニューヨーク市場の原油先物は同日、一時1バレル64ドル台と前日比6%

上昇し、1年2カ月ぶりの高値をつけた。

OPECプラスの閣僚は4日のオンライン協議後の声明で「4月に3月の生産水準を継続することを承

認した」と表明した。そのうえで、例外としてロシアとカザフスタンにはそれぞれ日量13万バレ

ル、2万バレルの減産縮小を季節要因を理由に認めるとした。

OPECプラスは3月、合わせて日量705万バレルの減産に取り組んでいる。毎月段階的に減産幅を

縮めており、4月は50万バレル縮小するとの観測が出ていた。5月の協調減産については4月に協

議する。

一方、OPECの盟主を自任するサウジは2～3月としていた日量100万バレルの独自の追加減産を4

月も続けるとした。例外扱いするロシアなどの減産縮小分を上回る大規模な自主減産で、過剰在

庫の取り崩しが進むとの見方が広がった。

新型コロナウイルスのワクチン接種が進むなか、原油相場は需要回復への期待から上昇してき

た。このためロシアなどは減産の緩和に前向きだ。ただサウジのアブドルアジズ・エネルギー相

は閣僚協議で「改めて慎重さと警戒を促す」と述べ、産油国の油断を戒めた。自主減産の終了に

ついて判断を急がない考えも示した。
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アンモニア、低コストに魅力　生成時のCO2排出が課題

刺激臭のある液体のイメージが強いアンモニアは、すでに肥料の原料として世界中で利用されている。生産や運搬

のインフラは確立しているため、仮に燃料として使う場合でも追加の投資が少なくて済む。カーボンゼロ社会の実

現をめざすうえで、このコストの低さは魅力。火力発電で石炭と混ぜて燃やす場合、バーナーなど一部設備を変え

るだけで使える。

発電部門は日本の二酸化炭素（CO2）排出量の4割弱を占める。同部門の脱炭素化を進める切り札として、アンモニ

アを導入する計画を打ち出す電力会社が相次ぐ。

昨年、先陣を切ったのは東京電力ホールディングスと中部電力が折半出資するJERAだ。2021年度からは愛知県にあ

る碧南火力発電所で石炭火力の燃料の20%をアンモニアにすることを目指す実証事業を始める予定だ。30年代前半

には保有する石炭火力発電所の全体に取り組みを広げ、40年代にはアンモニアだけで発電できる「専焼」を始めた

い考えだ。今年2月には関西電力や中国電力も温暖化ガス排出実質ゼロに向けてアンモニアの活用を進める方針を公

表した。

アンモニアの課題は調達先の確保だ。世界全体の生産量は年2億トンほどだが、多くが自国内で肥料・工業用に消費

されている。出力100万キロワットの石炭火力で、1基分の燃料の20%をアンモニアにするには年間50万トンほどが

必要になる。現状では火力発電などの燃料用はほぼ流通しておらず、一から調達先を確保しなくてはならない。

経済産業省は燃料用として30年に年300万トン、50年に同3000万トンの国内需要を想定するが、大半は海外からの

輸入に頼らざるを得ないと見込んでいる。調達先の候補として挙がるのは、アンモニアをつくる際に使う化石燃料

を産出する資源国だ。経産省は布石を打ち、1月にアラブ首長国連邦のアブダビ国営石油と協力の覚書を交わした。

ふたつ目の課題はアンモニアをつくる際に生じるCO2をどう抑えるか。製造には化石燃料を使うため、どうしても

CO2を排出してしまう。アンモニア自体はクリーンな燃料でも、それでは脱炭素とはならない。鍵を握るのが排出

されたCO2を回収し、地下深くに貯留するCCSと呼ばれる技術だ。いまはまだ開発にお金と時間がかかる。コスト

低減に向けた技術開発が欠かせない。


